
実質赤字比率 （％） -

連結実質赤字比率（％） -
平成20年度

決算額（単位:千円、%）
平成21年度

決算額（単位:千円、%）
平成22年度

決算額（単位:千円、%）

実質公債費比率 （％） 14.8
元利償還金の額（繰上償還額等を除く）(1) 6,321,530 6,413,034 6,271,448

将来負担比率 （％） 124.8
積立不足額を考慮して算定した額(2) 0 0 0

満期一括地方債の一年当たりの元金償還額に相当するもの（年度割相当額）
等(3) 0 0 0

公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金(4) 1,326,881 1,364,568 1,448,842
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負
担金(5) 59,775 63,282 52,356

1,599,598 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの(6) 60,148 54,821 42,859
28,246,258 一時借入金の利子(7) 0 0 0

- 特定財源の額(8) 246,556 239,695 182,230
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(9) 1,364,569 1,207,161 1,132,643
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費（準元利償還金に係るもの）(10) 581,865 608,216 596,455

資金不足比率 災害復旧費等に係る基準財政需要額(11) 1,805,407 2,090,561 2,362,858
決算額 災害復旧費等に係る基準財政需要額（準元利償還金に係るもの）(12) 0 0 0

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(13) 23,594 27,699 31,728

（単位:千円、％）

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利
償還額を基礎として算入されたものに限る）(14) 114,500 122,346 131,819

1,703,337 小計 （（（１）～（７））－（（８）～（１４））） （A) 3,631,843 3,600,027 3,377,772
▲ 103,762 標準税収入額等(15) 18,335,271 17,870,011 15,516,515

23 普通交付税額(16) 7,730,697 8,479,401 9,562,061
臨時財政対策債発行可能額(17) 1,097,094 1,702,729 3,167,682
小計 （（（１５）～（１７））－（（９）～（１４））） （B) 23,273,127 23,996,158 23,990,755

15.61 15.00 14.08

▲ 116,622 5.3 将来負担額（単位:千円、％）

2,349,785 － (N-1)年度末一般会計等の地方債現在高(1) 57,512,326 (2)の内訳 将来負担額（単位:千円）

債務負担行為に基づく支出予定額(2) 2,678,313 いわゆる五省協定等 213,360
一般会計以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額(3 22,121,972 地方公務員等共済組合 90,225
組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額(4) 46,044 依頼土地の買い戻し 2,207,126

39,375 － 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額(5) 8,829,970 社会福祉法人の施設建設費 144,322
26,930 － 設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額(6) 0 その他 23,280
1,789 － 連結実質赤字額(7) 0 (3)の内訳 将来負担額（単位:千円）

－ 組合等の連結実質赤字相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額(8 0 病院事業会計 1,010,046
－ (N-1)年度末の充当可能基金現在高(9) 8,703,850 水道事業会計 5,263,349

561,937 特定の歳入見込額(10) 2,315,343 農業集落排水事業特別会計 9,001,102

7,574 （(10)のうち都市計画税額） 0 公共下水道事業特別会計 6,830,504

15,258 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額(11) 50,215,491 浄化槽事業特別会計 16,280

0 小計 （将来負担額－（（９）～（１１））） （A) 29,953,941 国民健康保険事業特別会計 691
99 標準財政規模(12) 28,246,258

災害復旧費等に係る基準財政需要額(13) 2,362,858 (6)の内訳 将来負担額（単位:千円）

(13)の準元利償還金に係るもの(14) 0
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(15) 1,132,643
(15)の準元利償還金に係るもの(16) 596,455

4,485,723 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(17) 31,728

28,246,258
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利
償還額を基礎として算入されたものに限る）(18) 131,819

- 小計 （標準財政規模(12)－算入公債費等（１３）～（１８） （B) 23,990,755

124.8
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病院事業会計

※将来負担見込がない場合は、比率を「－」としてい
る。

※黒字の場合は、比率を「－」としている
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住宅新築資金等貸付特別会計

将来負担比率 
区分 左の内訳

分
母

実質公債費比率 （A)  ／ （B) × １００

一般会計等の実質収支額（A）

決算額（単位:千円、％）

単位:％区分

標準財政規模（B)
実質赤字比率（A）／（B）×１００

連結実質赤字比率

※黒字の場合は、比率を「－」としている。

実質公債費比率（３ヶ年平均）

健全化判断比率の状況
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平成22年度決算
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